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韓国における食品由来感染症（FID）の発生率

0.99件（FID症例）

韓国

0.07件（FID症例）

イギリス

0.28件（FID症例）

アメリカ合衆国

（10万人・年あたり）
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韓国における食品由来感染症
（FID）の発生場所

レストラン

46.1%

•学校および私立教育機関の食堂

21.9%

保育施設（託児所）

14.8%

1
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韓国における食品由来感染症の病原体

2023年統計

ノロウイルス
(46.4%)

その他
(20.4%)

サルモネラ属菌
(13.3%)

カンピロバクター
(5.3%)

ウェルシュ菌 (6.5%)

腸管病原性大腸菌
(8.0%)
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韓国における除外および制限の要件

病気の食品従事者に対する体系的な除外や制限は実施されていない。

除外および制限措置を支援するための財政的支援はない。

食品衛生法では、以下の6つの感染症に感染している者の食品業務従事を
禁止している。
（コレラ、腸チフス、パラチフス、赤痢、腸管出血性大腸菌感染症、A型肝炎）

食品衛生法および感染症予防および管理法では、食品業務からの除外や制
限が必要となる症状（例：下痢、嘔吐）や診断について明確に規定されていな
い。

5/28



衛生グレード認証制度

一般飲食店の衛生レベルを評価し、優れた結果を得た事業者に認証を与える制度

[Excellent 非常に優秀(★★★ ), Very Good 優秀(★★ ), Good 良好(★ )]

6/28



2024年 食品由来感染症（FID）
対策プロジェクト

教育プログラム

食品由来感染症に対する意識向上キャンペーン

現場コンサルティングプログラム

ソウル市内の飲食店調査

研究成果の公開
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ソウル市民

安全な食品

食品従事者

健康的な生活

飲食店経営者

安定した経営



教育プログラム（対面式）
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教育教育プログラム（オンライン）

講義の動画ファイルおよびプレゼン資料はウェブサイトで共有され、食品従事者向けに多様な
チャンネルを通じて提供されています。
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教育プログラム（5分間動画）

この２つのビデオは、「年間衛生教育」を提供する機関向けに作成・配布されました

（食品従事者に対する法定要件）

5分という長さは、「年間衛生教育」において効果的に注意を喚起するために適切な長さと判断
されました。
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教育プログラム（マニュアル）
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教育プログラム
（チェックリスト・ポスター・リーフレット）
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食品由来感染症啓発キャンペーン
（動画ファイル）
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プレスリリース テレビキャンペーン

食品由来感染症啓発キャンペーン
（メディア）
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現地コンサルティングプログラム

• 業種・規模に応じた

コンサルティング

マニュアルの作成

• 自己点検チェック

リスト・ポスターの

作成

STEP 1 STEP 2 STEP 3 STEP 4 STEP 5

マニュアル作成 初回訪問 最終訪問マニュアルの検証 2回目の訪問

• 飲食店でのマニュアル

検証および修正

• コンサルタント研修の

実施

• 参加飲食店への初回

訪問

• 自己点検チェック

リスト・ポスターの提供

• 2回目の訪問

• 法令遵守状況の確認

• フィードバックの提供

• 最終訪問

• 法令遵守状況の確認

• 成果の測定
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コンサルティング訪問時に提供されるアイテム コンサルティング訪問

現地コンサルティングプログラム
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ソウル市内の飲食店調査

25の自治区

一般飲食店：123,645軒

カジュアルレストラン：31,537軒

サンプルとして400店舗を設定し、観測値

が実際の発生率の±5%以内であることを

95%の信頼水準で確保

系統的サンプリング手法を採用

インタビュー調査実施
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ソウルの飲食店調査
（報告書）
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2023年における輸入食品・食品媒介感染症の発生件数は603件
（12,195例）であり、過去5年間の平均と比較して34.2％増加した。発生
件数のうち、最も多く報告されたのはノロウイルスであり、全体の50.4％
（637件）を占めた。
このため、ソウル市内の飲食店を対象に、食品媒介感染症の危険要
因の現状と感染対策の実施状況を把握するため、2024年4月の基準で
ソウル市一般飲食店の総事業所数155,182件からサンプリングフレー
ムを設定し、系統的抽出法（Systematic Sampling）を用いて400件の飲
食店を抽出し調査を実施した。
調査の結果、400件の飲食店のうち41件（10.3％）が保健当局の指導を
受けた経験があり、食品媒介感染症の予防および管理に関する3つの
主要対策を全て実施していた飲食店は29件（7.3％）にとどまった。
具体的には、「輸入食品・食品媒介感染症の疑いがある症状がある場
合、管理者と従業員が業務停止を義務とする指導」を実施していた飲
食店は37件（9.3％）、「業務停止および復帰に関する指導を含む管理
方針」を実施していた飲食店は39件（9.8％）、「明確な期間（発症からの
隔離期間）を設定し、管理方針を実施していた飲食店」は30件（7.5％）
であった。
また、食品媒介感染症の典型的な症状である下痢、嘔吐、発熱、黄疸
などの症状がある場合、食品を取り扱う業務を制限または禁止してい
る飲食店は全体の89.0％（356件）であった。しかし、個人経営の飲食店
ではこの実施率が低かった。
さらに、寿司、サンドイッチなど、加熱調理を伴わない食品を販売する
店舗の割合は12.3％であり、これらの飲食店の中で「調理せずに提供
可能な食品を取り扱っている」と回答した店舗は30.3％であった。即食
食品（Ready-To-Eat, RTE）の管理基準を導入している飲食店は26.9％
と低く、即食食品の安全管理強化が必要であると考えられる。
以上の調査結果をもとに、ソウル市では食品媒介感染症の予防と管理
体制の強化を図り、特にRTE食品の管理に関する具体的な基準を策定
することが求められる。

－ 結果報告書 －
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研究成果
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教育プログラムの成果

67名がシンポジウムに参加

シンポジウムの動画ファイル、プレゼン資料、5分間の教育動画を配布

教材の配布実績
マニュアル 6,000部、チェックリスト・リーフレット 8,000部、ポスター 100枚

• 参加者67名（女性87.5%、食品衛生専門家52.1%）
• 食品衛生知識が大幅に向上（6.83 → 8.25 / 10点満点）

• 韓国シェフ協会、韓国外食産業協会
• 25の地区保健センター、14の広域・地方自治体

• 韓国シェフ協会、韓国外食産業協会
• 25の地区保健センター、コンサルティング企業
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食品由来感染症啓発キャンペーンの成果

キャンペーン動画（韓国語版）

キャンペーン動画（英語版）

プレスリリース

• オンラインで210回ダウンロード
• ソウル市内110か所の公共スクリーンで3か月間放映
• TBSテレビチャンネルで放送

• オンラインで140回ダウンロード

• 「ソウル市、食品由来感染症対策プロジェクトを開始」— 6紙で報道
• 「ソウル市の飲食店のうち、健康管理方針を導入しているのはわずか10.3%」— 5紙で報道
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現地コンサルティングプログラム
の成果

156軒の飲食店が自主的に参加

最も多く観察された問題点

• 113軒の飲食店が1回のコンサルティングを受講
• 33軒の飲食店が2回のコンサルティングを受講（うち10軒は3回受講）

• 嘔吐・下痢処理用キットが未準備（84%）
• 清潔な衣類、ヘアキャップ、マスクが適切に着用されていない（64%）
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調査結果（1）

調査サンプルは研究対象店を適切に反映している。

衛生グレード認証の取得率が低い。

有給病欠制度の有無は、病気の従業員を

業務から除外するには不十分と考えられる。

（飲食店の特性）
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調査結果の概要

•飲食店登録タイプ（N=400）

カジュアルレストラン

一般飲食店

•飲食店の運営形態（N=400）

フランチャイズ

個人経営

•調理済み食品の提供（N=400）

提供あり

提供なし

•衛生グレード認証の取得状況（N=400）

非常に優秀

優秀

良好

未取得

•病欠制度の種類（N=400）

有給病欠

無給病欠

病欠制度なし



調査結果（2）

53.5%の飲食店が1日50食以下を提供。

（飲食店の特性）
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ソウル市の飲食店は、一般的に小規模である。

67%の飲食店が2人以下の調理スタッフで運営。

レ
ス

ト
ラ

ン
の

数

調理人数

5以上



調査結果（3）
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質問

この飲食店には方針の記載があるか？

1. 方針には、食品従事者または管理者の責任について記載され

ているか？

（食品従事者が水系・食品媒介感染症（WFID）の症状を示した場

合、または診断を受けた場合）

2. 方針には、病気の食品従事者の業務除外および制限に関する

ガイドラインが含まれているか？

3. 方針には、異なる種類のWFIDにおける業務除外および制限期

間に関する情報が記載されているか？

WFID：水系・食品媒介感染症（Waterborne and Foodborne Infectious Disease）
これらの質問は、従業員の健康管理方針を持つ飲食店に対して実施された。



2025年の計画

従業員の健康管理方針（業務除外・制限）
素手での食品接触の禁止
手洗いおよび手袋着用の順守

01

啓発キャンペーンの実施

飲食店およびケータリング施設を対象に拡大
02

現地コンサルティング
プログラムの拡充

03
研究 

韓国における「調理済み食品」の定義とその影響
の検討
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Q & A

joowon.lee@seoul.go.krお問い合わせ先



ありがとうございました！

joowon.lee@seoul.go.krお問い合わせ先
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